
第１諮問

群馬県吾妻郡東吾妻町大字大柏木に所
在する土地を吾妻環境施設組合に対し、
ごみ処理施設敷地として、並びに東吾妻
町に対し、道路用地として無償貸付け及
び時価売払いすることについて
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財産の概要

○ 所在地：群馬県吾妻郡東吾妻町大字大柏木字大場１番５４外１７５筆
面 積：１８８，１１０㎡

○ 本財産は、国土交通省より引き受けた「骨材プラントヤード」等跡地

平成１９年～２１年
「八ッ場ダム」事業に必要な土地として、国土交
通省が本財産を取得

令和 ２年 ３月 「八ッ場ダム」事業完了

令和 ４年 ３月
「八ッ場ダム」事業完了に伴い本財産を国土交通
省より引受

令和 ５年 ６月
吾妻環境施設組合及び東吾妻町より、取得等要望
書の提出（ごみ処理施設敷地及び道路用地）
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対象財産

（参考）骨材プラントヤード

骨 材

凡 例
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位 置 図

群馬県

Ｎ

吾妻郡

対象財産

凡 例
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案 内 図
Ｎ

県道３７７号川原畑大戸線

(CC-BY-SA (c) OpenStreetMap Contributors)

至岩島

至長野原草津口

八ッ場ダム

対象財産

凡 例
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約
４
０
０
ｍ

約２．５ｋｍ

現 況 図
Ｎ

用 途 地 域 指 定 な し
（都市計画区域外）

建 ぺ い 率 制 限 な し

容 積 率 制 限 な し

建 築 可 能 な 用 途 制 限 な し
対象財産

凡 例
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現 況 写 真

対象財産

Ｎ

１ ４ ３
２

②
対象財産

①
対象財産

約８ｍ

凡 例

④
対象財産

③
東側道路
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吾妻東部衛生センター
稼働開始より３３年
（1990年4月～）

西吾妻環境衛生センター
稼働開始より３２年
（1991年4月～）

草津町クリーンセンター
稼働開始より３２年
（1991年4月～）

必要性及び緊急性①（ごみ処理施設の現状）

吾妻郡では老朽化した既存ごみ処理施設の更新が喫緊の課題と
なっている。

対象財産

既存ごみ処理施設

凡 例
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必要性及び緊急性②（ごみ処理に関する計画）

〇調和のとれたごみ処理広域化を推進

群馬県一般廃棄物処理広域化マスタープラン

〇吾妻郡の連携によるごみ処理の広域化
○新たな社会的課題に対応できる、地域の実情に合っ
たシステムづくり

吾妻郡一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

〇可燃ごみ処理施設とリサイクルセンターの一体的な
整備

〇地域への貢献（環境学習機能の充実）

吾妻郡一般廃棄物処理施設整備基本構想

老朽化した既存施設の更新に際して、ごみ処理の広域化とそれに伴う
ごみ処理施設の集約化、多面的な価値（災害時の防災拠点、資源循環の
拠点、環境学習拠点などの機能）の提供が求められている。

○従来の廃棄物処理機能に加え、廃棄物処理施設が
もつ機能を活かした新しい価値を提供

○自立分散型のエネルギー供給拠点、災害時の防災
拠点、資源循環の拠点、環境学習拠点などの機能
をまちづくりの要素と紐付け、地域の魅力向上や
課題解決に資する

多面的価値を創出する廃棄物処理施設整備促進ガイ
ダンス（環境省）
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計画の概要

吾妻クリーンセンター（仮称）
○ごみ焼却処理施設
○リサイクルセンター
○環境学習機能、防災拠点機能

老朽化した既存ごみ処理施設の更新、集約化、処理の広域化を図る
とともに、多面的な価値（リサイクルセンター＋環境学習機能＋防災
拠点機能）を提供するため、吾妻環境施設組合を設立。

対象財産

既存ごみ処理施設

凡 例
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利用計画図（イメージ）①（ごみ処理施設敷地）
Ｎ

ごみ焼却
処理施設

ストックヤード

駐車場

沈
砂
池

保護地

保護地

保護地

リサイクルセンター
【粗大ごみ処理施設】

環境学習機能
【管理棟】

環境学習機能
防災拠点機能
【多目的広場】

凡 例
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利用計画図（イメージ）②（道路用地）

道 路

保 護 地
（道路管理地）

Ｎ

転回場

沈砂池

保護地

保護地

凡 例

凡 例
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所在地 区分 数量 相手方 利用計画 処理区分
用途指定
期 間

備考

群馬県吾妻郡東吾妻町

大字大柏木字大場１番

５４外１６筆

土地 72,838㎡
吾妻環境

施設組合

ごみ処理

施設敷地

無償貸付
（国有財産法第22条第1項第1号）

貸 付
期間中

供用開始後
譲 与

（国有財産法第28条第4号）

時価売払 - -

群馬県吾妻郡東吾妻町

大字大柏木字大場２７

番外１５８筆

土地 115,272㎡ 東吾妻町 道路用地

無償貸付
（道路法第90条第2項）

-
供用開始後
譲 与

（道路法第90条第2項）

時価売払 - -

処分条件等

○契約方式 随意契約
○契約の根拠 無償貸付 会計法第２９条の３第４項

時価売払 会計法第２９条の３第５項
予算決算及び会計令第９９条第２１号 14



第２諮問

茨城県ひたちなか市新光町に所在する
土地を茨城県に対し、工業団地造成事業
用地として時価売払いすることについて
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群馬県

栃木県

埼玉県

東京都

位 置 図

茨城県

Ｎ

常陸那珂港区

大洗港

日立港

鹿島港

●

ひ
た
ち
な
か
海
浜
鉄
道
湊
線

水戸対地射爆撃場
跡地

対象財産●

千葉県

大栄ＪＣＴ

久喜白岡ＪＣＴ

鶴ヶ島ＪＣＴ

栃木都賀
ＪＣＴ

岩舟ＪＣＴ
高崎ＪＣＴ

つくばＪＣＴ

藤岡ＪＣＴ

勝
田
駅

茨城空港

友
部
ＪＣＴ
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案 内 図 Ｎ

至日立

至水戸

水戸対地射爆撃場跡地

対象財産

凡 例

常陸那珂火力発電所

阿
字
ヶ
浦
駅

至勝田

防波堤

国営

ひたち

海浜公園

常陸那珂有料道路

常陸那珂

工業団地

自 動 車

安全運転

センター

②

①

ひたち海浜公園 ＩＣ

常陸那珂港ＩＣ

対象財産①

所在地：茨城県ひたちなか市新光町

１０３番１外１筆

区 分：土地

数 量：１３．１ｈａ

対象財産②

所在地：茨城県ひたちなか市新光町９９番

区 分：土地

数 量：２３．０ｈａ
茨城県流域下水道処理施設

ひたちなか市

東海村

常陸那珂港区

(独)日本原子力研究開発機構研究施設

工業団地

(予定地)
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水戸対地射爆撃場跡地の活用状況

水戸対地射爆撃場跡地
1,181.4ha

対象財産 36.1ha

処理済 1,053.0ha

未処理 128.4ha

原子力機構

国営公園

国営公園

工業団地

民間工場

公園

公園

斎場

ごみ処理施設

配水場
漁業無線局

公園

市街地整備用地

東
海
村

ひ
た
ち
な
か
市

港湾関連施設

下水処理施設

民間工場

流通港湾関連施設

Ｎ

工業団地（予定地）

①

②
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自動車安全運転センター

民間工場

Ｎ

常陸那珂工業団地

常陸那珂有料道路

水戸対地射爆撃場跡地

対象財産

対象財産の現況図

①１０３番１
外１筆
１３．１ｈａ

②９９番
２３．０ｈａ

用途地域 工業専用地域

建ぺい率 60％

容積率 200％

凡 例
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国土地理院空中写真を加工

Ｎ

①

A

B

②

現 況 写 真

凡例

対象財産
① １０３番１外１筆
② ９９番

A
B
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ひたちなか地区における工業団地造成事業

都市開発区域を工業都市として発展させ、また近郊整備地帯等を計画的に工業市街地として
整備するため、地方公共団体が都市計画事業として実施する製造工場等の敷地及び道路等
の公共施設の整備。
【根拠法】首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律

近畿圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律

工業団地造成事業

ひたちなか地区留保地利用計画 産業集積を図る区域として位置付け
ひたちなか市都市計画マスタープラン 企業誘致等に対応するための新たな工業用地を確

保する区域として位置付け

ひたちなか地区

〇計画概要
所 在 地 ひたちなか市新光町

１０３番１外１筆、９９番
面 積 約３８．３ｈａ
事 業 費 約１０２億円
事業期間 令和６年度～

〇造成後の利用区分

工業用地 約 ３４．３ｈａ
道路用地 約 ２．３ｈａ
緑地 約 １．０ｈａ
その他の公共施設用地 約 ０．７ｈａ

常陸那珂工業団地 第２期拡張地区造成事業
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売払いの必要性及び緊急性

必要性

緊急性
半導体関連などの複数企業から、第1期拡張地区の面積を上回る引き合いが
あることから、迅速な産業用地の開発が必要

高まる企業ニーズに合わせ迅速に産業用地を整備することにより、地域経済の
活性化及び雇用の創出を実現

 ひたちなか地区の既存の工業団地は平成３１年に完売

 ひたちなか市から茨城県に対し、産業用地の開発を求める要望書を提出

 茨城県は、ひたちなか地区において産業用地の開発を行うことを表明

 茨城県は、工業団地の整備にかかる測量・設計費について令和５年９月補正予算で措置済

茨城県に売払いすることの必要性・緊急性が認められる。
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今後のスケジュール

～令和6年4月 事業認可取得

令和6年4月～ 工業団地造成工事

令和6年4月 売買契約締結

令和6年度～ 公募手続き、事業者決定、
土地引渡し

令和5年10月 都市計画決定済
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処分条件等

○契約方式 随意契約

○契約の根拠 会計法第２９条の３第５項

予算決算及び会計令第９９条第２１号

所在地 区分 数量 相手方 利用計画 処理区分 用途指定期間

茨城県ひたちなか市

新光町９９番外２筆
土地 361,010㎡ 茨城県

工業団地造
成事業用地

時価売払 －
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報告事項１

留保財産として選定しないことについて
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関東財務局における留保財産の選定基準（決定）

１．次に掲げる「地域・規模に関する要件」に該当する未利用国有地等であって、
立地条件、財産価値、人口・交通の状況等の財産の特性や地域の実情（ 以下
「個別的要因」という。）も踏まえ、所有権を留保することが適当と認められ
るものについては、留保財産として取り扱うものとする。

地域 規模
都道府県 市区町村 土地面積
東 京 特別区、武蔵野市、三鷹市 1,000㎡以上
神奈川 横浜市、川崎市、相模原市

2,000㎡以上
埼 玉 さいたま市、川口市
千 葉 千葉市
新 潟 新潟市

※ 留保財産の対象地域は、上記市区町村の行政区域のうち、最新の国勢調査に基づく
人口集中地区（DID）とする。

２．上記１の「地域・規模に関する要件」に該当しない財産であっても、個別的
要因を踏まえ、留保することが適当と認められるものについては、留保財産と
して取り扱うことができるものとする。
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対象財産
所在・数量 位 置 用途地域

①建ぺい率
②容積率

物件１ 埼玉県さいたま市見沼区
大字丸ケ崎字本村
921-1外4筆（58街区2画地）
2,497㎡（仮換地数量）

JR東北本線東大宮駅
北東方約1.6キロメートル

第二種中高層住
居専用地域

①６０％
②２００％

物件２ 神奈川県横浜市中区
簑沢13-5外3筆
2,488㎡

JR京浜東北線根岸駅
北方約1.2キロメートル

第一種低層住居
専用地域

①６０％
②１００％

物件３ 神奈川県相模原市南区
磯部字椚下128外2筆
2,046㎡

JR相模線下溝駅
南方約0.6キロメートル

第一種低層住居
専用地域

①５０％
②８０％
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(CC-BY-SA (C) OpenStreetMap Contributors)

至山手

至磯子

Ｎ

JR京浜東北線
根岸駅

対象財産

1.2km

物件１ 埼玉県さいたま市見沼区大字丸ケ崎
字本村921-1外4筆

位置図

直線約1.6㎞

ＪＲ東北本線
東大宮駅

Ｎ

国土地理院空中写真を加工

案内図

大宮駅

浦和駅

東大宮駅 対象財産

約１１ｋｍ

約６ｋｍ

国土地理院
地図を加工

(CC-BY-SA (C) OpenStreetMap Contributors)

面 積 ： 2,497㎡（仮換地数量）
用途地域 ： 第二種中高層住居専用地域
建ぺい率 ： 60％
容 積 率 ： 200％

財産の概要 除外理由

さいたま市中心部から離れた場所に位置する
とともに、周辺は空地も数多く点在し、希少
性に乏しいため。

29

国土地理院
地図を加工



(CC-BY-SA (C) OpenStreetMap Contributors)

至山手

至磯子

Ｎ

JR根岸線
根岸駅

対象財産

1.2km

物件２ 神奈川県横浜市中区簑沢13-5外3筆

国土地理院空中写真を加工

横浜市道

幅員：約6m
接道：約15m

除外理由

敷地内に法地が存在することから有効宅地が
少ない土地であり、接道状況等が悪く有用性
に乏しいため。

面 積 ： 2,488㎡
用途地域 ： 第一種低層住居専用地域
建ぺい率 ： 60％
容 積 率 ： 100％

財産の概要
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面 積 ： 2,046㎡
用途地域 ： 第一種低層住居専用地域
建ぺい率 ： 50％
容 積 率 ： 80％

(CC-BY-SA (C) OpenStreetMap Contributors)

至相模台下

至原当麻Ｎ

JR相模線
下溝駅

対象財産

物件３ 神奈川県相模原市南区磯部字椚下128外2筆

財産の概要

国土地理院空中写真を加工

0.6km相模川

相模原市道
幅員：約4.7m
接道：約25m

除外理由

浸水想定区域内に位置するとともに、周辺は
農地が多く存在し、希少性に乏しいため。
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報告事項２

神奈川県横浜市瀬谷区瀬谷町外に所在
する土地を、公益社団法人２０２７年国
際園芸博覧会協会と、博覧会会場用地と
して無償貸付契約を締結したことについ
て
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横浜市

上瀬谷通信施設跡地

座間市

相模原市

旭区

瀬谷区
相模鉄道
本線

至品川

至熱海

至八王子

大和市

藤沢市

鎌倉市

位 置 図

瀬谷
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従前地
換地計画及び利用計画

換地後の土地利用

民有地 約110ha

市有地 約20ha

農業振興地区

観光・賑わい地区

物流地区

公園・防災機能用地

道路等

国有地 約110ha

地権者約250名 国
際
園
芸
博
覧
会

博覧会区域(約100ha)
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35引用元：公益社団法人2027年国際園芸博覧会協会ＨＰ「2027年国際園芸博覧会基本計画・概要版」


